
 

 

はじめに 

 独立行政法人自動車事故対策機構（以下「機構」という。）は、独立行政法

人通則法（平成11年法律第103号）及び国土交通省所管独立行政法人の業務実

績評価に関する基本方針（平成14年2月1日国土交通省独立行政法人評価委員

会決定）に基づき、機構に係る第１期中期目標期間中の業務実績報告書を以下

のとおり作成した。 
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